
(2)

検証事項
   ①施設の必要性    ⑤施設の規模
   ②施設の代替性    ⑥建替、改修の選択
   ③用地の選択    ⑦維持管理費用 etc
   ④敷地の妥当性

　  (3)技術評価等意見通知

検証の視点　　＊
   ①都市計画制限    ⑦日影のシュミレーション
   ②地盤調査    ⑧生徒数等必要床面積算出基数
   ③敷地の面積・形状    ⑨生徒数等の将来変化の予測
   ④既設施設の保全状況   ⑩新規用地取得の経費と新築費
   ⑤既設施設の配置    ⑪増改築経費
   ⑥近隣の状況    ⑫大規模改修経費 etc

(1)送付

 ⑩ 財産運用部へ送付

　　　　 工事予定調書

建築保全部　工務課

計画書の提出
 企画書

　　　　　施設需要調書

    建 築 保 全 部

令　和　元　年　　７月

 ③ 各局ヒアリング（財産運用部と共催）

建築保全部の事務手順

　　(5)所見送付

⑤ 必要に応じて財産運用部と意見交換

⑦ 計画の技術的評価

（財産運用部から各局・主計部へ送付）

 ④ 現地調査、類似施設調査

⑥ 施設整備方針の確定

⑨ 内容の検証・まとめ

 ① 施設整備計画書の局別、施設別リストを作成

 ② 上位計画・過去の経緯等の調査

⑧ 予算調書(見積り）作成

　　（企画書・施設需要調書等の確認）

  施設整備計画書事務処理フロー （企画構想段階） 
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